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１．制度の目的 
 本給付金は、エネルギー価格や物価高騰の影響を受けながらも、舞鶴市内で事業を継

続し、雇用の維持に務める事業者の皆さまを支援するため、従業員数に応じて支援金を

給付するものです。 

 

２．支給対象となる方 

 次の要件をすべて満たす事業者が対象です。 

（１）個人事業主：令和８年３月３１日時点で舞鶴市内に住民登録のある個人事業主 

   法人、団体：舞鶴市内に事業所等を有し、収益活動を行っている法人または団体             

                                （別途指定する公的サービス提供事業者を含む。） 

（２）令和８年３月３１日以前から事業活動を行い、今後も継続する意思があること。 

（３）市税の滞納がないこと（徴収の猶予を受けているものを除く。）。 

（４）事業に必要な許認可を取得していること。 

（５）代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、舞鶴市暴力団排除  

条例に規定する暴力団員等及び暴力団密接関係者に該当せず、かつ、将来にわたっ  

ても該当しない方であること。また、上記の暴力団員等及び暴力団密接関係者が、  

経営に事実上参画していない方であること。 

 

３．対象外となる方 
（１）本給付金の趣旨、目的に照らして適当でないと市長が判断する方 
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【提出先】 

  〒625-8555  

   舞鶴市字北吸1044番地 

    舞鶴市地域医療課 宛 

４．給付金額 
 
 令和８年４月１日時点における事業者が直接雇用する方のうち、「舞鶴市内の事業所

に勤務する雇用保険被保険者数」に応じて支給します。 

  

従業員数 

（雇用保険被保険者数） 
給付金額 

０人（事業主のみ、役員のみ等） 50,000円 

１人〜１９人 100,000円 

２０人〜４９人 150,000円 

５０人以上 200,000円 

 

 

５．申請期間、申請方法 
 

（１）申請期間 

  令和８年５月１８日（月）から令和８年９月３０日（水）まで ※消印有効 

（２）申請方法 

  必要書類を添えて舞鶴地域医療課へ郵送または持参してください。 

  郵送の場合は、郵便物の追跡が可能な「レターパックライト」または「レターパッ

クプラス」を用いてください。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 ※ 申請書類については、舞鶴市役所（地域医療課）に配架しています。舞鶴市ホー

ムページからダウンロードも可能です。 

   

 （ホームページへのリンクはこちら） 

  https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kenkou/0000014876.html 

 

https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kenkou/0000014876.html
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６．提出書類 
 

１ 舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金交付申請書 

２ 同意・宣誓書 

３ 
振込口座の通帳の写し 

 通帳表紙を開いたページの写しを添付 

４ 

従業員数確認書類（任意様式） 

 令和８年４月１日時点の従業員名簿（雇用保険被保険者の一覧） 

 ※人数分の「雇用保険被保険者資格取得確認通知書」の写しや「雇用保険

事業所別被保険者台帳」の写しを従業員名簿に代えて提出することもで

きます。 
 
 （注）必要に応じ、従業員名簿に加えて、「雇用保険被保険者資格取得確

認通知書」の写しや「雇用保険事業所別被保険者台帳」の写しなどの

書類の提出を求めることがあります。 
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７．記入例・添付資料 

（１）交付申請書 

 

申請区分：いずれかにチェック 

従業員数：直接雇用している雇用保険被保険者数 

施設名称・所在地：舞鶴市内の事業所を記載 

従業員数 給付金額 

０人 ５万円 

１人～１９人 １０万円 

２０人～４９人 １５万円 

５０人以上 ２０万円 

 

申請者名義の口座を指定 



5 

 

（２）同意・宣誓書 

 
 
 

 

署名・押印が必要です 
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（３）振込口座の通帳の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

通帳の見開きページの写しを添付 

インターネットバンキングなどで通帳が発行

されていない場合は、次の項目が確認できる

画面等を印刷して添付してください。 

・金融機関名 

・支店名 

・預金種別 

・口座番号 

・口座名義人（カナ） 
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（４）従業員数確認書類 

 ・令和８年４月１日時点の従業員名簿を添付してください。 

 ・従業員は、雇用保険被保険者のみ記載してください。 

 ・従業員名簿の参考として以下に例を載せますが、様式は任意とします。 

 ・次の資料を従業員名簿に代えて提出することも可能です。 

人数分の雇用保険被保険者資格取得確認通知書 

雇用保険事業所別被保険者台帳 

  ご負担の少ない形で作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じて雇用保険被保険者資格取得確認通知書や雇用保険事業所別被保険者

台帳などの書類の提出を求めることがあります。 

 

（参考）雇用保険被保険者資格取確認得通知書 

 
 従業員名簿に代えて添付する場合の参考としてください。 

・
・
・ 

《参考様式》 

従業員名簿は任意様式です。 


